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 地 球 温 暖化 防 止 を推 進 す るた め には 、エ ネ ル ギー 消 費 量の 伸 び が著 し い業 務 用
建 築 物 の 、効 果 的 な エ ネ ル ギ ー 消 費 量 の 削 減 が 必 要 で あ る 。業 務 用 建 築 物 の 中 で
も、 エ ネ ルギ ー 消 費比 率 の 高い 熱 源シ ステ ム の 性能 向 上 が実 効 あ る対 策 とな る 。
しか し 、 現状 で は 熱源 シ ス テム 性 能の 定量 的 評 価に 関 す る研 究 が 少な く 、こ の 分
野で の 実 証的 な 調 査研 究 が 求め ら れる 。  
 本 論 文 は、 エ ネ ルギ ー 利 用効 率 を定 量的 に 評 価す る 指 標と な る 熱源 シ ステ ム Ｃ
ＯＰ （成 績 係数 ）を 定義 し 、 建築 お よび 地域 冷 暖 房に 関 す る実 態 を 調査 し て水 準 を
示す こ と によ り 、 建築 ・ 地 域冷 暖 房・ 都市 に お ける 熱 源 シス テ ム のエ ネ ルギ ー 消
費量 削 減 の可 能 性 を提 示 す る。  
以下 に 各 章の 要 旨 を記 す 。  
 第 １ 章 は「 従 来 の研 究 と 本研 究 の位 置付 け 」 と題 し 、 研究 の 背 景と 目 的を 述 べ
た上 で 、 文献 に よ る従 来 研 究の 調 査を 行な い 、 熱源 シ ス テム の エ ネル ギ ー利 用 効
率に 関 す る知 見 を 記し た 。 ①評 価 指 標 に対 す る 統一 さ れ た見 解 や 定義 が 明確 にさ
れて い な い。 ② 実 測に 基 づ くエ ネ ルギ ー利 用 効 率の 実 態 値に 関 す る報 告 例は 少 な
い。 ③ 評 価指 標 は シミ ュ レ ーシ ョ ン等 によ る 熱 源シ ス テ ム比 較 な どの 相 対評 価 に
使用 さ れ てい る 例 が多 く 絶 対評 価 とし ては ほ と んど 使 用 され て い ない 。 ④評 価 指
標の 特 性 や影 響 を 受け る 諸 要因 に 関す る研 究 例 は皆 無 で ある 。  
以上 の 点 から 、 熱 源シ ス テ ムに お け る エネ ル ギ ー利 用 効 率に 関 す る研 究 の必 要
性と 、 本 研究 の 位 置付 け を 明ら か にし た。  
 第 ２ 章 は「 熱 源 シス テ ム 性能 の 評価 指標 に 関 する 研 究 」と 題 し 、定 量 的に 熱 源
シス テ ム の性 能 を 評価 で き る指 標 とし て熱 源 シ ステ ム Ｃ ＯＰ を 研 究の 対 象と し 、
その 定 義 を行 な っ た 。その 上 で 、モ デル ビル お よ びモ デ ル シス テ ム を設 定 し、熱 源
シス テ ム に影 響 を 与え る 各 種の 要 因を 変動 さ せ 、熱 源 シ ステ ム Ｃ ＯＰ の 感度 分 析
を 行 な っ た 。熱 源 シ ス テ ム Ｃ Ｏ Ｐ に 関 す る 知 見 を 次 に 示 す 。① 熱 源 方 式 種 別 に よ
り 差 が 生 じ る 。② 適 正 な 熱 源 シ ス テ ム で は 熱 負 荷 形 態 が 変 化 し て も 変 動 は 少 な い 。
③ 熱 源 シ ス テ ム の 台 数 分 割 は 大 き な 影 響 を 与 え る 。④ 過 大 な 熱 源 容 量 の 選 定 は 低
下 を 招 く 。⑤ 熱 源 台 数 の 分 割 と 機 器 容 量 の 選 定 を 同 時 に 誤 る と 相 乗 効 果 に よ り 大
き く 低 下 す る 。⑥ 熱 源 機 単 体 が 高 性 能 な 場 合 に は 敏 感 に 反 応 し て 向 上 す る 。⑦ 熱
源シ ス テ ムの 補 機 類の エ ネ ルギ ー 消費 量の 削 減 によ っ て 向上 す る 。  
 本 研 究 の結 果 、 熱源 シ ス テム Ｃ ＯＰ は熱 源 シ ステ ム 性 能を 定 量 的に 評 価で き る
有効 な 指 標で あ る こと を 明 らか に し、 エネ ル ギ ー利 用 効 率の 高 い 熱源 シ ステ ム を
構築 す る 際の 効 果 的な 手 法 とし て 活用 価値 が 高 いこ と を 示し た 。  
 第 ３ 章 は「 事 務 所ビ ル に おけ る エネ ルギ ー 利 用効 率 の 実態 に 関 する 調 査研 究 」
と題 し 、現 状に お い て建 築 物の 熱 源 シス テム 性 能 が適 正 に 評価 さ れ てい な いた め 、
熱源 シ ス テム Ｃ Ｏ Ｐの 水 準 が不 明 であ るこ と を 指摘 し 、 標準 的 な 事務 所 ビル ３ 棟
と高 効 率 熱源 シ ス テム を 採 用し た 複合 用途 ビ ル １棟 の 実 測調 査 を 行い 、 熱源 シ ス





ビル の 熱 源シ ス テ ムＣ Ｏ Ｐ は 、Ａビ ル 0.46、Ｂビ ル 0.61、Ｃ ビ ル 0.67 であ る 。②
高 効 率 熱 源 シ ス テ ム を 採 用 し た 複 合 用 途 ビ ル の 低 層 系 統 は 0.86、 建 物 全 体 で は
0.91 であ る。③ ３ 棟の 事 務 所ビ ル の 実 測結 果 と 既往 研 究 の報 告 例 とを 併 せて 考察
する と 、 一般 の 事 務所 ビ ル の熱 源 シス テム Ｃ Ｏ Ｐは 概 ね 0.4～ 0.7 の 水 準 にあ る 。
④複 合 用 途ビ ル の 熱源 設 備 更新 前 の熱 源シ ス テ ムＣ Ｏ Ｐ は 約 0.47 と 推 定 され 、高
効率 熱 源 シス テ ム に更 新 し たこ と でエ ネル ギ ー 利用 効 率 は 92.6％ 向 上 し て い る 。 
 以 上 の 調査 研 究 から 、 既 存ビ ル にお ける エ ネ ルギ ー 利 用効 率 の 実態 と 、実 測 例
は限 ら れ てい る も のの 、 お およ そ の水 準を 示 す こと が で きた 。 ま た、 建 築の 熱 源
シ ス テ ム に お け る エ ネ ル ギ ー 利 用 効 率 の 向 上 を 図 る た め に は 、 （１）熱 源 機 単 体 の
定 格 性 能 の 向 上 、 （２ ）熱 源 機 の 高 負 荷 率 運 転 、 （３ ）適 正 な 熱 源 機 容 量 の 選 定 、 （４）
補機 動 力 の削 減 、（５）自動 制 御・運 転方 法の 適 切 な対 応 、（６）熱源 機 の合 理 的 な 台数
分割 、 （７）熱 源 機の 性 能劣 化 対 策、 が 大 きな 要 因 とな る こ とを 実 証 した 。  
 第 ４ 章 は「 地 域 冷暖 房 に おけ る エネ ルギ ー 利 用効 率 の 実態 に 関 する 調 査研 究 」
と題 し 、 わが 国 の 地域 冷 暖 房の 熱 源シ ステ ム Ｃ ＯＰ の 実 態を 調 査 した 。 本研 究 で
は、 地 域 冷暖 房 の 熱源 シ ス テム Ｃ ＯＰ は、 各 種 の要 因 に より 年 度 毎に 変 化す る と
考え 、 ８ 年間 の 経 年変 化 に 着目 し た類 を見 な い 調査 を 行 った 。 そ の結 果 得ら れ た
知見 を 次 に示 す 。① 1980 年 代の 後 半 を 境に 、熱源 シ ス テム Ｃ Ｏ Ｐ が 0.8 を超 える
高効 率 な 地域 冷 暖 房が 出 現 して い る。 ②そ れ 以 前の 地 域 冷暖 房 の 熱源 シ ステ ム Ｃ
ＯＰ の 水 準は 、概 ね 0.4 か ら 0.8 の間 に分 布 し てい る 。③ 1980 年 代 後半 以 降 の地
域冷 暖 房 の中 に も 、そ れ 以 前の 水 準と 同様 に 低 位な 性 能 の地 域 冷 暖房 が 多い 。 ④
熱源 シ ス テム Ｃ Ｏ Ｐの 平 均 値は 年 度と 共に 漸 増 して い る 。⑤ 熱 源 シス テ ムＣ Ｏ Ｐ
を低 い 順 に並 べ て 評価 す る と、 約 2/3 の地 域 冷 暖房 が 平 均値 以 下 であ る 。⑥ 各地
点の 地 域 冷暖 房 に おけ る 熱 源シ ス テム ＣＯ Ｐ の 年変 動 に 、影 響 を 与え る 要因 を 分
類す る と ７種 類 の パタ ー ン に類 型 化さ れた 。  
以上 の 調 査研 究 に より 、 地 域冷 暖 房 の エネ ル ギ ー利 用 効 率に 関 す る実 態 を明 ら
かに し た 。ま た 、 個別 建 物 の熱 源 シス テム に 比 べて 地 域 冷暖 房 の 熱源 シ ステ ム Ｃ
ＯＰ は 高 い水 準 に ある こ と を確 認 し、 その 一 方 で、 地 域 冷暖 房 の 効率 向 上に 向 け
て取 り 組 むべ き 課 題を 明 ら かに し た。  
第５ 章 は 「未 利 用 エネ ル ギ ーを 活 用 し た地 域 冷 暖房 に お ける エ ネ ルギ ー 利用 効
率に 関 す る調 査 研 究」 と 題 し、 未 利用 エネ ル ギ ーで あ る 海水 （温 度差 エ ネ ルギ ー ）
を 活 用 し た 地 域 冷 暖 房 の 実 測 調 査 を 実 施 し た 。そ の 実 測 結 果 を 用 い て 、 海 水 を 使
用し な い 従来 方 式 の熱 源 シ ステ ム を導 入し た 場 合の エ ネ ルギ ー 利 用効 率 を算 出 し 、
省 エ ネ ル ギ ー 効 果 を 求 め た 。ま た 、温 度 差 エ ネ ル ギ ー の 従 来 の 評 価 法 で あ る 賦 存
量 に 対 し 、得 ら れ た 省 エ ネ ル ギ ー 量 の 割 合 を 「実 効 エ ネ ル ギ ー 利 用 率 」と 定 義 し 、
正味 の エ ネル ギ ー 削減 量 を 推定 す る評 価手 法 を 提案 し た 。本 研 究 にお い て得 ら れ
た知 見 を 次に 示 す。① 海水 を 活 用し た シス テ ム は従 来 方 式に 比 べ て 、冷凍 機 ・ヒー





②海 水 利 用の 熱 源 シス テ ム ＣＯ Ｐ は 1.092 であ り 、計 算 から 求 めた 従 来 シス テ ム
の 1.055 に対 し 、エ ネ ルギ ー 利 用効 率 は 3.5％ 向上 し て いる 。③ 海 水 利用 設 備 （海
水 ポ ン プ 等 ）の 電 力 消 費 量 の 実 測 値 は 、全 体 の エ ネ ル ギ ー 消 費 量 の 3.7％ に 対 し 、
従来 方 式 の冷 却 塔 ・加 熱 塔 の計 算 結 果 は 2.2％ と な った 。④実 測 した 海 水 を活 用す
る地 域 冷 暖房 の 実 効エ ネ ル ギー 利 用率 は 2.6％ で あ る。  
以上 の 調 査研 究 か ら、 既 往 の研 究 で は 正確 な 報 告例 が 見 られ な い 、未 利 用エ ネ
ルギ ー を 活用 し た 地域 冷 暖 房の エ ネル ギー 消 費 量の 削 減 効果 を 明 らか に した 。 ま
た、 実 効 エネ ル ギ ー利 用 率 を用 い るこ とに よ り 、賦 存 量 から 実 質 の省 エ ネル ギ ー
量が 評 価 でき る こ とを 示 し た。  
第６ 章 は 「熱 源 シ ステ ム の 性能 向 上 に よる エ ネ ルギ ー 消 費量 削 減 の可 能 性に 関
す る 研 究 」と 題 し 、第 ２ 章か ら 第 ５ 章 の 研 究 成 果 を用 い て 、最 初 に 、建 築 の 熱 源 シ
ステ ム の エネ ル ギ ー利 用 効 率の 向 上を 図る こ と によ る エ ネル ギ ー 消費 量 削減 の 可
能性 を 求 めた 。そ の 結果  ① 既存 ビ ル の 熱源 シ ス テム は 経 年に よ る 性能 劣 化を 生じ
てい る た め、初 期の 性 能 に対 し て 熱源 シス テ ム ＣＯ Ｐ は 約 20％ 低 下 して い る 。②
初 期 の 性 能 を 有 す る 熱 源 シ ス テ ム を 高 効 率 熱 源 シ ス テ ム に 変 更 し た 場 合 に は 、熱
源シ ス テ ムＣ Ｏ Ｐ は 約 25％ 向 上す る 。 との 知 見 を得 た 。  
次 に 、地 域 冷 暖 房 の ３ ケ ー ス に 関 し て 同 様 な 検 討 を 行 な い  ① 新 宿 駅 周 辺 地 域
の複 数 の 地域 冷 暖 房に 、落 合下 水 処 理場 から 供 給 され て い る再 生 水 を冷 却 水 ・熱 源
水と し て 活用 し た 場合 に は 、８ ヶ所 の 地 域冷 暖 房 に対 し て は 0.45％ の 省エ ネ ル ギ
ーと な る が、 再 生 水供 給 管 に最 も 近い ３ヶ 所 の 地域 冷 暖 房に 限 定 する と 1.6％ の
省エ ネ ル ギー と な る。②吸 収 ・ボイ ラ 方 式の 地 域 冷暖 房 に、コ ージ ェ ネ レー シ ョン
を導 入 す るこ と に より 、熱源 シ ス テム ＣＯ Ｐ は 約 15％向 上 する 。③熱 源 シ ス テム
を 高 効 率 熱 源 シ ス テ ム に 変 更 す る と 、 ベ ー ス 運 転 の 熱 源 機 単 体 の 更 新 で は 5～
10％、 熱 源シ ス テ ム全 体 の 更新 で は 約 30％熱 源 シ ス テ ム Ｃ Ｏ Ｐ の 向 上 が 図 れ る 。 
最後 に 、 東京 都 に おけ る エ ネル ギ ー管 理指 定 工 場に 定 め られ て い る 787 棟 の 業
務 用 建 築 物 を 対 象 に 、エ ネ ル ギ ー 利 用 効 率 を 算 出 し 、そ の 改 善 を 行 っ た 場 合 の エ
ネル ギ ー 消費 削 減 を求 め た。そ の結 果  ① 787 棟 の 業 務用 建 築 物の エ ネ ルギ ー 利用
効率 （熱 源 シス テ ムＣ Ｏ Ｐ ）を算出 す る と 0.58 で ある 。② 787 棟の 業 務 用建 築 物の
現状 の 熱 源シ ス テ ムを 全 て 高効 率 熱源 シス テ ム に更 新 し た場 合 、 エネ ル ギー 利 用
効率 は 0.84 と 向 上す る 。③ 高 効率 熱 源 シス テ ム に更 新 す るこ と に より 、東 京 都の
全業 務 用 建築 物 の エネ ル ギ ー消 費 量の 9.7％、 東 京都 全 体の エ ネ ルギ ー 消 費量 の
約 3.0％ の エ ネル ギ ー 消費 削 減 が可 能 であ る 。 こと を 明 らか に し た。  
以上 の 調 査研 究 に より 、 建 築・ 地 域 冷 暖房 ・ 都 市に お け るエ ネ ル ギー 消 費量 削
減の 可 能 性を 定 量 的に 示 し た。  
第７ 章 は 「総 括 結 論」 と 題 して 、 各 章 の結 論 を 要約 し た 上で 、 エ ネル ギ ー利 用
効率 の 向 上に 資 す るた め の あり 方 と課 題に つ い て展 望 し た。  
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都区部における熱供給ネットワークの有効性に関する研究 その 2 累積負荷曲線による 
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